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「道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令案」等に対する意見 
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＜別紙１の３（1）（2）（3）についての意見＞ 

非営利団体に対してのアルコール検知器義務化には公費での支援を求めます 

 

安全運転管理者の責務として、運転者の飲酒の有無を確認することは従来から定められ実

施されてきた。飲酒の有無の確認を、運送の前後にアルコール検知器を用いて行うという今

回の改正案の背景には、八街市で発生した自家用トラックの運転手の飲酒による死傷事故が

あると拝察される。法令違反とモラル欠如の甚だしい事故であり、意識を変える教育や講

習、指導を並行して行うべきである。 

一方で、自家用自動車を使用する事業は多様である。飲酒の有無を、アルコール検知器を

用いて確認することについては、法令順守とモラル教育を実践・推進してきた事業者を含

め、一律に規制強化を行うことは避けていただきたい。特に、自家用有償旅客運送において

は、次のような理由から、安全運転管理者にアルコール検知器による確認を義務付けるべき

ではないが、もし一律に義務付けるのであれば、国家公安委員会が定めるアルコール検知器

の購入費及び維持費は公費で負担すべきである。 

 

１，自家用有償旅客運送を行う者は、市町村ならびに非営利団体である。「有償」といって

も、利用者から受け取る対価は、「営利を目的としているとは認められない妥当な範囲内で

あり、かつ、地域公共交通会議等において協議が調つていること」とされており、実際は不

採算事業となっている団体が多い。また、非営利団体のなかには財政規模の小さい特定非営

利活動法人や法人格を有しない地縁団体が含まれている。運転者の所有自動車も団体との契

約のもとに多数活用されており、遠隔地等で事務所に寄りがたい場合は、バス・タクシー事

業者と同様の取り扱いを想定すると、運転者ごとにアルコール検知器の携行が必要となる。

常時有効に保持することを含め費用負担は大きい。 

一律に義務付けられた場合は、存続ができない団体が出ることは想像に難くない。もとも

とタクシー等によっては運送しがたい地域や利用者を対象にすると定められており、利用者

に大きな影響が出る。 
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公共交通機関ではカバーできないニーズや地域が増える中、自家用有償旅客運送等の市民

が中心となった非営利による移動サービスは一層必要性が高まっている。ボランタリーな活

動が中心であり、それらが萎縮しないよう、財政的実務的負担を軽減することは喫緊の課題

である。 

 

２，自家用有償旅客運送が道路運送法に規定されて 15 年になる。交通空白地有償運送と福祉

有償運送の二種がある。法制度により運行管理の責任者の選任が義務付けられており、安全

運転管理者等が兼務している。事故については都度報告義務があるが、自家用有償旅客運送

の死亡事故は令和元年度においてゼロである（国土交通省資料）。 

 

３，自家用有償旅客運送は、交通空白地有償運送と福祉有償運送の二種があり、いずれも利

用者は、ある程度固定化し顔見知りの関係である。特に福祉有償運送は、単に人を車に乗せ

るだけのサービスではなく、利用者への介護や付き添い等が伴うサービスであり、運転者が

飲酒していれば利用者に気づかれる関係にある。利用者を意識することで飲酒や酒気帯び運

転はあってはならないという運転者の自制・自覚につながっている。利用者家族や市町村か

らの評価も常に意識されているため、安全運転管理者も運転者も安全面には特に敏感であ

る。 

加えて、乗降時の介助や場合によっては外出先での付添い介助も行うため利用者の体に触

れることが多く、飲酒のみならず喫煙についても禁じている団体もある。普段から飲酒をし

ない人に対してまで、これだけ抑制されているにもかかわらずアルコール検知器による確認

を乗務の前後に行い、また運転者に携帯させることは実質的には意味がないと考えられる。

それでも一律にアルコール検知器による飲酒の有無の確認を義務化するのであれば、その費

用は、公費で負担するべきである。 

 


